
    平成 28 年度　  決 　算　 の　 概　 要
（単位：千円）

粕屋町 45,360 面 積 職 員 数 うち技能労務職 教育公務員 計

Ⅴ  － ２ 46,374 14.13 ｋ㎡         人 170 6 23 2 195

決算額 決算額 1,645,040

地　方　税 6,211,880 人　件　費 1,738,033 歳入総額 A 965,640 177,796

地方譲与税 98,846 1,141,279 14,028,485 7,028,308 1,459,743

利子割交付金 5,362 扶　助　費 3,185,415 歳出総額 B 540,636 7,598,332

配当割交付金 17,565 公　債　費 1,027,671 13,406,967 　　　計 8,534,584 1,534,054

株式等譲渡所得割交付金 11,771 1,027,671 C 1,356,531

地方消費税交付金 781,983 A－B 621,518 6,187,655 1.23

ゴルフ場利用税交付金 5,951,119 翌年度へ繰り D 6,145,857 2,828,674

特別地方消費税交付金 物　件　費 2,391,161 越すべき財源 90,448 99.3 保証又 確定

自動車取得税交付金 26,319 維持補修費 148,738 実 質 収 支 E は補償 未定 2,500,000

軽油引取税交付金 補助費等 2,379,684 C－D 531,070 6,461,995 4,599,769

地方特例交付金等 37,342 1,018,007 単年度収支 F 5,491,039

地方交付税 1,179,214 繰　出　金 1,014,189 △ 401,969 0.837

内 普通交付税 965,640 積　立　金 392,195 積　立　金 G

訳 特別交付税 213,574 投資及び出資金.貸付金 43,204 187,930 義務的経費 44.4

8,370,282 前年度繰上充用金 繰上償還金 H 26 年 　人　件　費 13.0

交通安全対策特別交付金 12,386 投資的経費 1,086,677 27 年 　公　債　費 7.7

分担金及び負担金 303,294 23,427 積立金取崩し額 I 28年 投資的経費 8.1

使　用　料 282,749 1,086,677 26－28平均   普通建設事業費 8.1

手　数　料 140,528 補助事業費 532,293 実質単年度収支 J     うち単独事業費 3.7

国庫支出金 2,031,943 単独事業費 494,741 F+G+H-I △ 214,039 6.2   失業対策事業費 0.0

国有提供交付金 　 そ  の  他 59,643 歳出決算倍率（倍） 95.7 その他 47.5

県支出金 952,779 1.57 90.3(96.3)

財産収入 16,019 経常一般財源等収入 8,169,364 うち人件費 18.2(19.5) 　　国民健康保険事業 295,317

寄　附　金 2,487 13,406,967 経常経費充当一般財源 7,865,127 うち公債費 11.8(12.6) 　　老人保健医療事業

繰　入　金 15,791 　　介護保険事業 314,997

繰　越　金 947,642 収益事業収入 　　後期高齢者医療事業 403,875

諸　収　入 148,449 標準財政規模に対する割合(％)

地　方　債 804,136 基準財政需要に対する割合(％) （注）

　平成22年度から35表が廃止された。（公債費比率、起債制限比率 関連）

540,636 　経常一般財源比率＝経常一般財源等収入／標準財政規模

14,028,485

建制番号

※　普通会計内の繰入れ、繰出し（一般、住新）に係る決算額を歳入及び歳出から除いています。

　　

うち臨時財政対策債 　比率の欄は小数点第２位を四捨五入し、倍率の欄は小数点第３位を四捨五入する。　 

歳　入　合　計 　経常収支比率の( )は、減税補てん債及び臨時財政対策債を経常一般財源等から除いたもの
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